
※詳細は、青字部分をクリックし各機関のHPをご確認ください。

災害発生後の建設会社、建設従事者に対する支援メニュー

○被災した中小企業等が行う施設等の復旧支援について（中小企業庁HPより）

○事業継続に必要な道具や原材料確保等迅速な事業再開支援について（石川県HPより）

○人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野））について（厚生労働省ＨＰより）

○債務返済負担軽減策の支援内容について（経済産業省、中小企業庁HPより）

○資金繰りに関する支援内容について（経済産業省HPより）

○仮設施設整備支援事業に関する支援内容について（中小機構HPより）

○建設業への発注等の支援について

建設会社に対する支援

【なりわい再建事業の概要】

【仮設施設整備支援事業の概要】

【事業再開支援施策】

【被災者の⽣活と⽣業⽀援のためのパッケージ】

 小規模事業者持続化補助金や中小企業者持続化補助金は、機械装置等の購入や店舗改装等の補助対象に関する案内

 中小企業特定施設等災害復旧補助金（なりわい再建事業）は、被害をうけた地域を対象に施設等の他、新分野需要開拓を
見据えた新たな取り組み（新分野事業）による施設等の整備費用補助に関する案内

 建設機械やトラックなどの購入の際の資金調達支援に関する案内

 日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫では、地震の影響により、返済猶予の申請に遅れている場合、返済期日に遡及した
返済猶予を柔軟に対応し、また提出書類の簡素化等、被災した中小企業・小規模事業者の負担軽減に関する案内

【被災中小企業・小規模事業者支援措置】

 日本政策金融公庫による資金繰り支援や信用保証による資金繰り支援など各種資金繰り支援に関する案内

 中小企業基盤整備機構が仮設施設（早期の事業活動再開を希望する中小企業が入居する店舗、事務所等の集合型仮設施設）
     整備の助成・協力に関する案内

 地元企業の参入（復旧・復興建設工事共同企業体の適切な活用）、監理技術者の緩和（監理技術者の途中交代）、災害の発生
に伴う建設リサイクル法上の特例措置（解体工事業の登録の有効期間の延長等）

 中小建設事業主が工事現場で作業員宿舎等を貸借する場合の費用に関する案内

【建設分野】

https://www.chusho.meti.go.jp/saigai/r6_noto_jishin/dl/nariwai_summary.pdf
https://www.smrj.go.jp/reconstruction/news/2023/icuoev0000002j7o.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/keieishien/hisai_attention.html
https://www.chusho.meti.go.jp/saigai/r6_noto_jishin/dl/ishikawa.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2023/01/20240104001/20240104001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38156.html
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○全壊家屋の解体・撤去する場合の支援内容について（石川県HPより）

○被災者生活再建支援金を支給する場合の支援内容について（内閣府HPより）

○金融・税制上の全般的な支援内容を確認したい場合について（金融庁、石川県、国税庁HPより）

○雇用調整助成金に関する支援内容について（厚生労働省HPより）

○災害等で事業が中止した場合の雇用保険失業手当について（厚生労働省HPより）

○従業員用（避難者など）の仮設住宅の問い合わせ先の一覧表（国土交通省HPより）

建設従事者に対する支援

【被災建物の解体・撤去（公費解体）】

【被災者生活再建支援制度の概要】

【被災者の住まいの確保】 

【雇用調整助成金の特例措置】

 激甚災害に指定された令和６年能登半島地震による災害を受けたため、事業を休止・廃止したことにより休業し、被保険者が
就業できず賃金を受けられない場合に、「失業」とみなして雇用保険の基本手当の支給する案内

 事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図るための休業、教育訓練、出向に要した費用の助成する案内

【災害に関する県税の減免】

【国税の申告期限等の延長】

 能登地域の被災地の金融機関状況や、住宅ローン、生命保険及び損害保険関係に関する案内
 自動車税の減免、個人事業税の減免及び不動産取得税の減免に関する案内
 国税に関する申告、申請、納付等の期限を延長する措置（地域指定）を実施に関する案内

 被災した建物を申請に基づき市町が所有者に代わって解体・撤去する制度（公費解体制度）に関する案内

 都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給することにより、その生活の再建を支援

する案内

 住宅被害を受けられた方に対して、公営住宅等や賃貸型応急住宅の一覧を掲載案内

【激甚災害の指定及び雇用保険の特例】

【被災地の金融機関状況等】

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/haitai/kouhikaitai.html
https://www.bousai.go.jp/taisaku/seikatsusaiken/shiensya.html
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000149.html
https://www.mhlw.go.jp/content/001194764.pdf
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/zei/oshirase/saigaigenmen20.html
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/saigai/r6/noto/index.htm
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000107715_00007.html#:%7E:text=%E9%96%A2%E4%BF%82%E8%80%85%E5%90%84%E4%BD%8D-,%E4%BB%A4%E5%92%8C%EF%BC%96%E5%B9%B4%E8%83%BD%E7%99%BB%E5%8D%8A%E5%B3%B6%E5%9C%B0%E9%9C%87%E3%81%AE%E6%BF%80%E7%94%9A%E7%81%BD%E5%AE%B3,%E9%9B%87%E7%94%A8%E4%BF%9D%E9%99%BA%E3%81%AE%E7%89%B9%E4%BE%8B%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6&text=%E3%81%93%E3%81%AE%E7%89%B9%E4%BE%8B%E6%8E%AA%E7%BD%AE%E3%81%AF%E3%80%81%E6%BF%80%E7%94%9A,%E3%82%92%E6%94%AF%E7%B5%A6%E3%81%99%E3%82%8B%E3%82%82%E3%81%AE%E3%81%A7%E3%81%99%E3%80%82
https://www.fsa.go.jp/ordinary/earthquake202401/press.html
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